
「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく
荒川水系（東京都）の減災に係る取組方針

および平成30年度実施事例

令和元年５月２３日

荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会

資料４
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荒川下流域の地形・社会特性を踏まえ、荒川水系（東京都）で発生し得る
大規模水害に対し、

『少なくとも命を守り、社会経済に対して壊滅的な
被害が発生しないこと』

を目指す。

■上記目標達成に向けた主な取組
荒川（東京都）における災害防止を目標として、河川管理者が実施する堤防整備等の洪水を河川内
で安全に流す対策に加え、以下の取組を実施。

（１）命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組

（２）洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための取組

（３）一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための取組

■令和３年までの今後５年間で達成すべき目標

減災のための目標



参加機関

平成２７年９月関東・東北豪雨による大規模氾濫を踏まえ、河川管理者、都、
区等が連携し、減災のための目標を共有し、ハード対策とソフト対策を一体的、
計画的に推進することにより、荒川（東京都）において氾濫が発生することを
前提として社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構築すること
を目指す。

目的

第１回協議会
（平成28年6月22日）

• 葛飾区
• 江戸川区
• 東京消防庁（オブザーバー）

• 内閣府
• 荒川下流河川事務所
• 荒川上流河川事務所
• 二瀬ダム管理所
• 水資源機構
• 東京管区気象台

• 東京都
• 千代田区
• 中央区
• 港区
• 文京区
• 台東区

• 墨田区
• 江東区
• 北区
• 荒川区
• 板橋区
• 足立区

第２回協議会
（平成28年9月29日）
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荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会

第３回協議会
（平成29年5月19日）

第４回協議会
（平成30年5月28日）



概ね５年で実施する取組

１）大規模氾濫減災協議会の設置１）大規模氾濫減災協議会の設置

２）洪水を河川内で安全に流すための取組２）洪水を河川内で安全に流すための取組

3

・平成３０年出水期までに、既に設置されている「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づく協議会を、改正水防法に基づ

く「大規模氾濫減災協議会」へ移行。水防法の改正を受けて、「地域の取組方針」を再確認し、減災対策を充実。

・毎年、協議会を開催して取組状況をフォローアップし、必要に応じて「地域の取組方針」の見直しを実施。

・協議会の取組内容等についてホームページ等で公表。

■洪水を河川内で安全に流す対策

• 重要インフラの機能確保

• 優先的に実施する堤防整備（橋梁部周辺対策）

• 堤防等河川管理施設の整備（洪水氾濫を未然に防ぐ対策）

• 橋梁対策等の実施

• 本川と支川の合流部等の対策

• 多数の家屋や重要施設等の保全対策

緑文字：緊急行動計画改定（H31.1）反映部分



概ね５年で実施する取組

３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組

■基盤整備
• 円滑かつ迅速な避難に資する施設（避難先、防災行政無線等）
を整備

• 洪水予測や水位情報の提供の強化
• 長期的な水位予測が可能なシステムの整備
• 区庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の充実（耐水
化、非常用発電等の整備）

• 庁舎等の防災拠点の強化
• ICTを活用した洪水情報の提供
• 河川管理の高度化の検討

■情報伝達・避難計画等の体制の充実
• 危険レベルの統一化等による災害情報の充実と整理
• 洪水予測や河川水位の状況に関する解説
• 防災施設の機能に関する情報提供の充実
• 避難計画作成の支援ツールの充実

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等
• 浸水想定区域の早期指定、浸水想定区域図の作成・公表等
• 想定最大規模の降雨を対象とした氾濫シミュレーションの公表
• 浸水特性を考慮した避難計画の策定
• ハザードマップの改良、周知、活用
• ハザードマップポータルサイトにおける水害リスク情報の充実
• 災害リスクの現地表示
• 要配慮者利用施設における避難計画の作成及び避難訓練の実施
• 隣接市町村における避難場所の設定（広域避難体制の構築）等
• 広域避難を踏まえた避難勧告等の発令基準の見直し

■タイムラインの策定、運用
• 避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認（タイムライン）

• 多機関連携型タイムラインの拡充（荒川下流タイムラインの
策定・運用）

• 実践的な訓練の実施
• 気象情報の改善(水害時の情報の入手のしやすさをサポート)
を実施

• 洪水時における河川管理者からの情報提供等（ホットライン
の構築）

■防災教育や防災知識の普及
• 水害時の事前準備に関する問合せ窓口の設置
• （小中学校を含む）防災教育の促進
• 教員を対象とした講習会の実施
• 出前講座等を活用した講習会の実施
• 効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ広報や資料作成
の実施

• 区民等に向けた河川情報の発信の工夫・改善、区民向け周知
• 《再掲》気象情報の改善(水害時の情報の入手のしやすさをサ
ポート)を実施

• 風水害の体験型訓練の実施
• 職員の出水時の知識・経験の継承
• 避難訓練への地域住民の参加促進
• 共助の仕組みの強化
• 住民一人一人の避難計画・情報マップの作成促進
• 地域防災力の向上のための人材育成

■垂直避難者の発生を踏まえた被害低減の対策
• 垂直避難のリスク周知や広域避難の必要性の啓発に向けた取
組の実施

• 垂直避難者の被害の低減に向けた対策を実施
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緑文字：緊急行動計画改定（H31.1）反映部分

①命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組



概ね５年で実施する取組

３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組

②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための取組
■危機管理型ハード対策

• 決壊までの時間を少しでも引き延ばす堤防構造の工夫（堤防
天端保護の実施）

• 応急的な退避場所の確保
• 河川防災ステーションの整備
• 樋門・樋管等の施設の確実な運用体制の確保

■既設ダムの危機管理型運用方法の確立
• ダム等の洪水調節機能の向上・確保（既存ダムの機能を最大
限活用する運用方法の検討等）

■効果的な水防活動を行うための水防体制強化
• 水防関係者間での連携、協力に関する検討（消防機関等との
連絡体制の再確認と伝達訓練の実施・連携、協力に関する検
討）

• 重要水防箇所の見直し及び水防資機材の確認
• 毎年、関係機関が連携した実働水防訓練を実施（水防訓練の
充実）

• 水防に関する広報の充実（水防団確保に係る取組）
• 迅速な水防活動を支援するため新技術を活用した水防資機材
等の配備

• 排水設備の耐水性の強化
■庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

• 《再掲》区庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の
充実（耐水化、非常用発電等の整備）

• 区庁舎や災害拠点病院等の施設関係者への情報伝達の充実
■浸水被害軽減地区の指定

• 浸水被害軽減地区の指定

■減災・防災に関する国の支援
• 水防災社会再構築に係る地方公共団体への財政的支援
• 適切な土地利用の促進
• 災害時及び災害復旧に対する支援
• 災害情報の地方公共団体との共有体制強化

③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするため
の取組
■ 施設の耐水化

• 《再掲》排水設備の耐水性の強化
• 《再掲》区庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の
充実（耐水化、非常用発電等の整備）

■排水計画作成及び訓練の実施
• 氾濫水を迅速に排水するため、排水施設情報の共有・排水手
法等の検討を行い、大規模水害を想定した排水計画（案）の
作成

• 排水施設、排水資機材の運用方法の改善
• 排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づ
く排水訓練の実施

■早期復興支援
• 早期復興を支援する事前の準備
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緑文字：緊急行動計画改定（H31.1）反映部分
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取組方針の主な実施状況（平成３０年度）
■大規模氾濫減災協議会の設置
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• 国と情報共有を図り、ＢＣＰなどについて検討を実施する。（東京都）

• 高規格堤防の整備に向けた協議、調整等を実施。（関東地方整備局）

○重要インフラの機能確保

１）洪水を河川内で安全に流すための取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

緊急行動計画改定
（H31.1）による新規追加

整備イメージ

川口市 川口地区高規格堤防整備
（関東地方整備局）

整備イメージ

荒川

都営新⽥
⼀丁⽬
アパート

Ｈ２９

凡例

Ｈ３０

足立区 新田一丁目地区
高規格堤防整備（関東地方整備局）

足立区 小台一丁目地区（Ⅱ期工区）
高規格堤防整備（関東地方整備局）

整備イメージ
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○優先的に実施する堤防整備(橋梁部周辺対策)

• 橋梁部周辺対策に必要な準備工、仮設工等を実施（関東地方整備局）

ＪＲ東北本線荒川橋梁 橋梁部周辺対策（関東地方整備局）

※ＪＲ東北本線荒川橋梁部の堤防は、周辺の堤防高より約３ｍ
低く洪水時の危険 性が高いことから、盛土等により高さを
確保

整備イメージ
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○堤防等河川管理施設の整備（洪水氾濫を未然に防ぐ対策）

• 堤防のかさ上げ・拡幅を実施し、高潮堤防として必要な堤防断面を確保（関東地方整備局）

現地状況

計画高潮位 ▽A.P.+5.2m

市街地側 荒川側堤防のかさ上げ、拡幅

家屋等家屋等

八広地区高潮対策（関東地方整備局）
[墨田区八広六丁目地先]

※同様の事業について、墨田区八広地区のほか、墨田区墨田地区、
江東区東砂地区、江戸川区清新町地区の３地区で実施

凡例

■ H30年度実施
■ H31年度以降
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• 京成本線橋梁架替のための用地測量を実施（関東地方整備局）

○橋梁対策等の実施

• （関東地方整備局）

○本川と支川の合流部等の対策

• （関東地方整備局）

○多数の家屋や重要施設等の保全対策

京成本線荒川橋梁架替（関東地方整備局）

緊急行動計画改定
（H31.1）による新規追加

緊急行動計画改定
（H31.1）による新規追加
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○円滑かつ迅速な避難に資する施設（避難先、防災行政無線等）を整備

２）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
①命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組

■基盤整備

• 災害時の通信環境を確保し、帰宅困難者等が情報を取得できるよう災害時退避場所等にWi-Fi 環
境を整備（千代田区）

• 高所カメラを３台増設（合計８台）（中央区）

• 屋外スピーカーの増設工事（1箇所）を実施（文京区）

• 防災行政無線のデジタル化工事に着手（台東区）

• 固定系無線システムのデジタル化への移行と、防災無線及び各情報提供システムの再構築を推進
（墨田区）

• 防災行政無線子局6局の増設（江東区）

• 防災無線の難聴対策として、屋外拡声子局のデジタル化を実施（北区）

固定系無線システムのデジタル化（墨田区）
屋外拡声子局を
デジタル化（北区）

皇居外苑に整備された
WiFi設備（千代田区）
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• 国土交通省では、上流から下流まで連続して洪水危険度を把握できるよう水位の実況値や予測値
をわかりやすく情報提供する『水害リスクライン』を開発（関東地方整備局）

○洪水予測や水位情報の提供の強化(1/2)
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• 荒川下流管内において、危機管理型水位計を１箇所[四ツ木橋地点]設置（関東地方整備局）

• 西新井水位観測所1カ所において、堤防満杯まで水位が計測できるよう水位観測センサーを交換
（関東地方整備局)

○洪水予測や水位情報の提供の強化(2/2)

凡例

ＣＣＴＶ

水位観測所

危機管理型水位計

危機管理型水位計の設置（関東地方整備局） 水位観測所のセンサーの交換（関東地方整備局）
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○ ＩＣＴを活用した洪水情報の提供

• ＳＮＳにより、タイムライン運用状況や洪水・気象情報等の提供を実施（関東地方整備局）

• 台風接近に伴う注意喚起をＳＮＳ（防災行政無線と連動）で実施（墨田区）

区公式ツイッターによる注意喚起（墨田区）
荒川下流河川事務所公式ツイッターによる情報提供

（関東地方整備局）

• 庁舎の非常用電源を３階に設置する実施設計を行い、平成30年度から工事に着手（文京区）

• 小中学校改築の際に水害を想定した対策を実施（体育館を２階に設置、テラスなどで避難しやすい
構造、救助ボートが施設に着岸しやすい構造）（江戸川区）

○区庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の充実

（耐水化、非常用発電等の整備）
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• 河川巡視、点検等を“ドローン”で実施し効率化を図る。（関東地方整備局）

• 陸上・水中レーザードローンで計測した点群データから堤防、河道の変状を把握し、維持管理の高
度化を図る。（関東地方整備局）

○河川管理の高度化の検討
緊急行動計画改定

（H31.1）による新規追加

ドローンを用いた河川管理の高度化(関東地方整備局)

ドローンによる河川巡視のイメージ
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• 危険レベル（警戒レベル）の導入に関し、洪水予警報の発表形式の見直しを行い、発表情報の参考
となる警戒レベルが分かる発表文にて令和元年6月から運用。また、これに伴い緊急速報メールに
よる洪水情報の配信文を変更。（関東地方整備局）

○危険レベルの統一化等による災害情報の充実と整理

２）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
①命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組

■情報伝達・避難計画等の体制の充実

緊急行動計画改定
（H31.1）による新規追加

○洪水予測や河川水位の状況に関する解説 緊急行動計画改定
（H31.1）による新規追加

緊急速報メールの配信文の変更(関東地方整備局)

洪水予報の発表形式の見直し(関東地方整備局)
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• 避難計画作成の支援ツールとして洪水浸水想定区域図を、浸水ナビ（地点別浸水シミュレーション
検索システム）により公表。（関東地方整備局）

○避難計画作成の支援ツールの充実 緊急行動計画改定
（H31.1）による新規追加

浸水ナビ（地点別浸水シミュレーション検索システム）による
荒川下流域の洪水浸水想定区域図の公表(関東地方整備局)

• 防災施設の機能に関する情報提供の充実方策について検討予定。（関東地方整備局）

○防災施設の機能に関する情報提供の充実
緊急行動計画改定

（H31.1）による新規追加
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• 平成28年5月に荒川水系洪水浸水想定区域図を公表済み（関東地方整備局）

○浸水想定区域の早期指定、浸水想定区域図の作成・公表等

２）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
①命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

平成28年5月荒川水系洪水浸水想定区域図（関東地方整備局）

荒川水系荒川 洪水浸水想定区域図（想定最大規模） 荒川水系荒川 洪水浸水想定区域図（浸水継続時間）



• 「洪水・高潮氾濫からの大規模・広域避難検討ワーキンググループ」において、大規模かつ広域的
な避難計画の策定手順等について整理し、東京都とともに設置した「首都圏における広域避難検討
会」において、広域避難場所や避難手段の確保等における、関係機関間の連携・役割分担等につ
いて検討中（内閣府、東京都、墨田区、江東区、足立区、葛飾区、江戸川区 ）

• 首都圏における大規模水害広域避難検討会の下に設置された「広域避難場所検討WG」に参加し、
検討中（台東区）

• 内閣府・都が設置した「首都圏における大規模水害広域避難検討会」の動向に注目中（中央区）

• 広域避難場所の見直しを実施（港区）

18

○浸水特性を考慮した避難計画の策定

江東５区大規模水害広域避難計画リーフレット（内閣府、墨田区、江東区、足立区、葛飾区、江戸川区 ）
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• 平成31年の出水期までの発行に向けて作業中（千代田区）

• 想定最大規模降雨によるハザードマップを更新（中央区）

• 平成30年８月に荒川水系における浸水想定区域を反映したハザードマップを更新（文京区）

• 改定した「墨田区水害ハザードマップ」を区内全戸に配付（墨田区）

• 荒川の想定最大規模降雨による洪水ハザードマップを作成・公表（足立区）

• 「江東５区広域避難推進協議会」において「江東５区大規模水害ハザードマップ」を策定・周知、また、
想定最大規模の「江戸川区水害ハザードマップ」を作製（江戸川区）

○ハザードマップの改良、周知、活用

平成30年9月の区報
（江戸川区）

洪水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ（平成31年3月）
（中央区）

洪水ハザードマップ（平成31年3月）
（足立区）
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○ハザードマップポータルサイトにおける
水害リスク情報の充実

• 都管理河川における想定最大規模降雨の浸水想定区域図等を作成・公表し国に情報提供（東京
都）

• ハザードマップポータルサイトにおいて、区が作成したハザードマップを公開（墨田区、荒川区）

荒川区防災地図（水害版）（平成31年3月）（荒川区）

墨田区水害ハザードマップ（平成31年3月）（墨田区）

緊急行動計画改定
（H31.1）による新規追加
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• 平成31年の出水期までの設置に向けて作業中（千代田
区）

• これまでの荒川氾濫による被害状況に加え、新たに公表さ
れた高潮や中小河川の一部（神田川流域）の被害状況に
関する分析を実施（中央区）

• 民間事業者と連携し、電柱への荒川氾濫時における想定
浸水深を表示した看板の設置を検討（墨田区）

• 荒川の洪水浸水想定区域の改定内容を踏まえて、現地標
識の浸水深さを修正（北区）

• 「想定し得る最大規模」の洪水想定に基づく浸水深シール
の区施設への設置を行った。（荒川区）

• 協定に基づき、河川氾濫時の浸水深を示した看板を電柱
に設置している。区内の主要道路沿いに設置するロケット
型消火器格納箱への海抜表示ステッカー貼付を開始した。
（足立区）

• まるごとまちごとハザードマップの設置検討中（板橋区）

○災害リスクの現地表示

ロケット型消火器格納箱
への海抜表示ステッカー

を貼付（足立区）

現地標識の浸
水深さを修正

（北区）

浸水深シール
を掲示した施
設（荒川区）
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• 要配慮者施設への洪水予報伝達演習を実施、新たに８つの要配
慮者施設（幼稚園）で避難確保計画の作成が完了（中央区）

• 介護運営事業者が集まる会合にて、避難確保計画の作成及び訓
練について説明した。また、福祉施設等からの問合せに随時対応
した。（墨田区）

• 要配慮者施設を対象に、避難確保計画作成の説明会を開催し、計
画の作成・訓練実施を促している（北区）

• 地域防災計画に浸水想定区域内にある要配慮者利用施設を位置
付け、避難確保計画の策定に係る支援方法について検討を実施
（荒川区）

• 避難確保計画作成に向け、要配慮者利用施設の管理者等に対す
る支援策について検討（手引き等を作成中）（足立区）

• 要配慮者施設における避難計画策定に向け、避難方法の啓発を
目的に出前講座を実施（葛飾区）

• 要配慮者利用施設における避難確保計画の手引き・ひな形を作成
中（江戸川区）

• 水防法改正に伴い、避難確保計画作成が義務化されたことをシン
ポジウムを開催し、要配慮者施設に対して周知を図り、要配慮者利
用施設の種別に分けて策定できるように避難確保計画（案）を作成
（板橋区）

○要配慮者利用施設における避難計画の作成及び避難訓練の実施

要配慮者の避難を想定した訓練風景
（北区）

シンポジウムの様子（板橋区）
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• 「洪水・高潮氾濫からの大規
模・広域避難検討ワーキング
グループ」において、広域避
難先の考え方等について整
理し、東京都とともに設置した
「首都圏における広域避難検
討会」において、広域避難場
所等における、関係機関間の
連携・役割分担等について検
討中（内閣府）

• 「江東５区広域避難推進協議
会」及び「首都圏における大
規模水害広域避難検討会」に
て、内閣府や東京都等と協力
して、検討中（墨田区、足立区、
江戸川区）

• 内閣府と東京都が主催する
広域避難検討会に出席し、避
難場所の設定に向けて他区
と情報共有を実施（荒川区）

○隣接市町村における避難場所の設定（広域避難体制の構築）等

洪水・高潮氾濫からの大規模・広域避難に関する基本的な考え方（報告）【概要版】
（内閣府）
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• 広域避難を踏まえた避難勧告等の発令基準は定めていないが、区独自の避難勧告等の発令基準
の見直しを実施（千代田区）

• 内閣府・都が設置した「首都圏における大規模水害広域避難検討会」の動向に注目中（中央区）

• 江東５区広域避難推進協議会にて、平成30年８月に避難勧告等の発令基準を定めた「江東５区大
規模水害広域避難計画」を作成・公表（墨田区、足立区、江戸川区）

• 上記の広域避難検討会の協議を踏まえながら、引き続き検討中（荒川区、板橋区）

○広域避難を踏まえた避難勧告等の発令基準の見直し

江東5区大規模水害広域避難計画（江東区、墨田区、足立区、葛飾区、江戸川区）
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○避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認（タイムライン）

2）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
①命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組

■タイムラインの策定、運用

• 内閣府・都が設置した「首都圏における大規模水害広域避難検討会」の動向を注目中（中央区）

• 台風接近時に荒川下流タイムラインを運用し、判断基準等の確認を実施（荒川区）

• 荒川タイムライン拡大試行版の行動項目について、課題や過不足についての検証を実施（足立区）

タイムラインに関する情報提供（足立区）

緊急行動計画改定
（H31.1）による新規追加
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• 荒川下流タイムライン（拡大試行版）を引き続き運用し、専門部会において検討を実施（全機関）

• 荒川下流タイムライン（拡大試行版）に係る時間管理の実施、台風による危険性等の加入機関への
情報提供を実施（東京管区気象台）

○多機関連携型タイムラインの拡充

（荒川下流タイムラインの策定・運用）

台風名 荒川下流タイムライン適用期間 

（適用日数） 

適用終了時のＴＬレベル 

(目安の時刻) 

第５号 ６月８日(金)～６月１１日(月) （４日間） １－１（－７２Ｈ） 

第１２号 ７月２５日(水)～７月２９日(日) （５日間） １－１（－４８Ｈ） 

第１３号 ８月３日(金)～８月９日(木) （７日間） １－１（－４８Ｈ） 

第２０号 ８月２０日(月)～８月２４日(金) （５日間） １－１（－９６Ｈ） 

第２１号 ８月３１日(金)～９月５日(水) （６日間） １－１（－４８Ｈ） 

第２４号 ９月２６日（水）～１０月１日（月）（６日間） １－１（－４８Ｈ） 

荒川下流タイムライン（拡大試行版）の運用（全機関）

台風経路図
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• 洪水期前に洪水対応演習（洪水予測、ダム放流情報発信、関係機関への伝達・連絡等）を実施する
ともに、関係機関のタイムラインと連携のとれた情報発信等について検討中（水資源機構）

• 東京消防庁・北区合同総合水防訓練に参加したほか、情報伝達訓練として、利根川・荒川・多摩川
洪水予報連絡会による洪水予報伝達演習を実施（気象庁）

• 水防訓練の中でタイムラインを意識した訓練を実施（北区）

• 水災害時の避難情報発令の流れを確認する訓練や、水防訓練の中で広域避難を想定した訓練を
実施（足立区）

• 広域避難訓練を実施（葛飾区）

○実践的な訓練の実施

広域避難訓練の実施
（葛飾区）

水防訓練の中でタイムラインを意識した訓練を実施（北区）
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• 東京都水防連絡会及び区市町村訪問の機会を利用して、防災気象情報の理解・活用に係る説明
等を実施。防災担当者向け気象防災ワークショップを平成30年5月に公開し、東京都の区市町村向
け勉強会にて実施。（気象庁）

○気象情報の改善(水害時の情報の入手のしやすさをサポート)を実施

東京都の区市町村向け
勉強会にて実施
（平成31年2⽉6⽇）

グループワーク

ふりかえり情報の読み解き

・⼟砂災害編 ・中⼩河川洪⽔災害編

ワークショップ⽤資料
教材教材運営マニュアル運営マニュアル 事前学習資料事前学習資料

気象防災ワークショッププログラムの概要（気象庁）

• 構築したホットライン体制に
ついて、訓練等を通じて検証
を実施。（関東地方整備局）

○洪水時における河川管理者からの情報提供等（ホットラインの構築）

足立区とのホットライン訓練
[令和元年5月10日 荒川下流河川
事務所洪水対応演習において実施]

(関東地方整備局)
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2）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
①命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

高松小学校②

• 水害時における必要な事前準備情報については、区ホームページや水害ハザードマップの中で周
知している。（文京区）

• 水害ハザードマップや避難等に関する問合せに都市整備課、防災課で平常時から対応している。
（墨田区）

• 現行の組織体制で対応している。（関東地方整備局、気象庁、千代田区、中央区、港区、台東区、
墨田区、江東区、北区、荒川区、板橋区、足立区、葛飾区、江戸川区）

○水害時の事前準備に関する問い合わせ窓口の設置

平成30年8月発行のハザードマップ裏面（文京区）
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高松小学校②

• アウトオブキッザニアとして洪水対応訓練の体験やマイタイムラインの作り方学習、荒川下流沿川の
小中学校等の総合学習での防災教育等を実施（関東地方整備局）

• 学校安全総合支援事業等に参画し、流域の小学校の防災教育を支援（気象庁）

• 水害を含めた自然災害への対策等を学べる「防災ノート～災害と安全～」を都内小中学校の児童・
生徒に配布し、防災教育を推進（東京都）

• 一部の避難所運営訓練で講演会等を実施（足立区）

○（小中学校を含む）防災教育の促進

防災ノート（東京都）

アウトオブキッザニア（関東地方整備局）
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○教員を対象とした講習会の実施

• 教員を対象とした講習会を実施（関東地方整備局）

• 国土交通省関東地方整備局に協力して教職員等を対象とした防災教室を実施（水資源機構）

• 東京都教育庁主催の「学校安全教室指導者講習会」に参画し、防災気象情報の理解、活用を支援。
（気象庁）

• 校長や副校長も出席している地域防災活動拠点会議にて、ハザードマップ等を活用し、水害対策に
ついて説明を実施（墨田区）

• 一部の避難所運営訓練にて教員を含めた講演会を実施。生活指導連絡会において減災教育の研
修会を実施（足立区）

• 避難所運営訓練にて、教員を含めた講演会等を実施（江戸川区）

講習会の様子（関東地方整備局）講習会の様子（水資源機構）
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• 10月に秩父市内にて、ダムの働きと私たちの生活について出前講座を実施（水資源機構）

• 出前講座等個別の取り組みにより、普及・啓発活動を実施（気象庁）

• 地域防災活動拠点会議等や地域の防災訓練にて、水害対策について啓発を実施（墨田区）

• 広報紙等で周知の上、要望に応じて実施（葛飾区）

• 住民説明会や防災訓練を継続中（江戸川区）

• 町会などの要望に応じて風水害における講習会等を引き続き実施（板橋区）

○出前講座等を活用した講習会の実施

出前講座の様子（水資源機構）
総合防災訓練の様子（江戸川区）
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• 「水防災意識社会」の再構築について組織内に周知し広報等について検討を実施（水資源機
構）

• ポケット版リーフレット「スマホでわかる！気象災害から命を守ろう！！」を作成し、防災
イベント等での配布に取り組むほか、ホームページ上でも公開（気象庁）

• 平成30年5月の区報にて「水害への備え」の広報を実施（墨田区）

• 区ホームページや広報誌等を通じて、水防災について情報発信を実施（北区）

• 「荒川区防災アプリ」の作成や洪水ハザードマップ「荒川区防災地図（水害版）」を作成・
配布し、区民の水防災意識の向上を促進（荒川区）

• えどがわ区民ニュースにおいて、大規模水害時における広域避難の必要性を啓発するための
特集号を作成。「江東５区広域避難推進協議会」において広域避難啓発用のリーフレットを
作成。（江戸川区）

○効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ広報や資料作成の実施

ポケット版リーフレット（気象庁） 平成30年5月の区報（墨田区） 北区HP水防災に関する情報発信（北区）



• 防災イベントやホームページを通じて、防災気象情報の理解、活用に係る普及啓発を実施（気象庁）

• 区民向け登録制メールサービスで荒川洪水予報を配信する運用体制を継続（中央区）

• ハザードマップに河川情報発信元のQRコードを掲載し、周知を図った（墨田区）

• 防災関連情報ツイッターでの指定河川洪水予報を自動連携配信を実施（江東区）

• 指定施設に防災情報サービス端末を設置した（葛飾区）

• 防災講演会や訓練において、河川情報の確認方法及び提供元を紹介（江戸川区）

• 「板橋区防災アプリ」において水害に関する情報を更新し、周知を図った（板橋区）

34

○区民等に向けた河川情報の発信の工夫・改善、区民向け周知

ホームページで公開しているリーフレット（気象庁）

指定施設に提供された防災情報サービス（葛飾区）

墨田区水害ハザードマップ
平成30年3月1日作製（墨田区）

防災情報サービス端末
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• 「ダム防災操作研修」を実施し、ダム防災操作シミュレータの実技訓練等を行った（水資源機構）

• ６月にあきる野市と合同で集中豪雨や台風による風水害から住民の生命を守るため、避難を中心と
した訓練を実施（東京都）

• 水防訓練（平成30年5月）で、消防署の協力を得てＶＲ防災体験車による風水害の疑似体験を実施
（千代田区）

• 荒川下流河川事務所が管理している降雨体験車等を活用した防災訓練（平成30年5月）を実施

（台東区）

• 啓発冊子「地震に備えて」の中で、本所防災館にて暴風雨体験、都市型水害体験ができる旨を新た
に記載し、周知（墨田区）

• 水防訓練において区民が参加できる水圧ドア体験を実施（江戸川区）

○風水害の体験型訓練の実施

啓発冊子（平成30年9月）（墨田区）

千代田区水防訓練（千代田区）ダム防災操作研修の様子（水資源機構）



○職員の出水時の知識・経験の継承

• 危機管理課職員用のマニュアルを作成（葛飾区）

• 水防訓練において水防工法を実施し、また地勢や歴史を含む区の防災について学ぶ新任研修を
行った（江戸川区）

• 水防訓練を実施し、水防に関する知識や各機関の連携を確認した（港区）

職員の水防講習（葛飾区）

江戸川区合同水防訓練の様子（江戸川区） 36
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• HPやSNS等のあらゆる媒体を活用して、訓練の情報を提供（墨田区）

• 全ての第一次避難所の訓練日程や内容、実施状況をホームページに掲載し、住民参加の促進を
図った（足立区）

○避難訓練への地域住民の参加促進

ホームページの訓練日程等の掲載状況(足立区)ホームページの防災訓練予定掲載状況（墨田区）

緊急行動計画改定
（H31.1）による新規追加
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• 「墨田区防災士養成講座」を開催し、５１名の方々が防災士の資格を取得した。（墨田区）

• 消防団や地域住民とともに、避難行動を含む水防訓練を実施。小学生を対象とした水防講座におい
て、共助の重要性について説明。（足立区）

○共助の仕組みの強化

「墨田区防災士養成講座」開催風景（墨田区）

緊急行動計画改定
（H31.1）による新規追加
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• 都民向けのマイ・タイムライン作成セットの内容を検討（東京都）

• 江東５区大規模水害広域避難計画等について、5区共同でのシンポジウムの開催のほか、イベント
での展示や講演会等により周知を図った（足立区）

• わが家の広域避難計画（マイ・タイムライン）を作成（江戸川区）

○住民一人一人の避難計画・情報マップの作成促進

江東5区広域避難推進シンポジウム開催風景（足立区）

緊急行動計画改定
（H31.1）による新規追加
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• 町会、消防団、協定締結団体等からの推薦で５１名が防災士資格を取得（墨田区）

• 研修や出前講座等の場で水害リスクに関する意識啓発を実施（荒川区）

• 避難所運営会議に所属する役員または部員を対象に防災士の資格取得費用を助成（足立区）

• 町会・自治会等を対象に、水害講演を実施（江戸川区）

○地域防災力の向上のための人材育成

水害講演の様子（江戸川区）

防災士資格取得費助成に係る予算（足立区）

緊急行動計画改定
（H31.1）による新規追加
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○垂直避難のリスク周知や広域避難の必要性の啓発に向けた取組の実施

３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
①命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組

■垂直避難者の発生を踏まえた被害低減の対策

• 日ごろから一人ひとりが大規模水害に関する様々な情報を十分把握し、的確な避難行動がで
きるきっかけとなることを目的に町会等において水害ワークショップを開催（東京都）

• 江東５区広域避難推進協議会で、広域避難の必要性の啓発用パンフレットを作成・配布し、啓発を
目的としたシンポジウム（平成31年2月）を実施（葛飾区・墨田区・江東区・足立区・江戸川区）

• 区報やホームページ、防災アプリ等で周知（荒川区）

地区ワークショップの様子（葛飾区） 防災アプリ（荒川区）
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• 水害時に避難者受入れについて区と災害協定を結んでいる民間のマンションに対して、資器材等を
交付（墨田区）

• 災害救助用ボートを消防団に配備（全26分団配備完了）（江戸川区）

• 各水害関連会議にて情報収集を行い、被害低減対策実施に向け検討中（板橋区）

○垂直避難者の被害の低減に向けた対策を実施

災害協定を締結したマンションへ資器材を交付
（墨田区）



43

３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための取組

■危機管理型ハード対策

○決壊までの時間を少しでも引き延ばす堤防構造の工夫

（堤防天端保護の実施）

対策前

対策後

JR東北上越新幹線⼾⽥橋

JR東北上越新幹線⼾⽥橋

荒川右岸 板橋区舟渡地先（戸田橋上流）
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• 民間企業やマンションと水害時の一時避難場所の提供に関する協定を締結（墨田区）

○応急的な退避場所の確保

墨田区と民間団体等の協力協定
（墨田区）

緊急行動計画改定
（H31.1）による新規追加
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• 河川防災ステーションの整備を実施（関東地方整備局）

○河川防災ステーションの整備

浮間地区荒川防災ステーション

新河岸川

荒川

浮間地区荒川防災ステーション

洪水時イメージ

浮間地区荒川防災ステーション（関東地方整備局）

３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための取組

■既設ダムの危機管理型運用方法の確立

• 事前放流、異常洪水時防災操作(ただし書き操作）、特別防災操作（下流の被害軽減）に関して検討
中（水資源機構）

○ダム等の洪水調節機能の向上・確保

（既存ダムの機能を最大限活用する運用方法の検討等）
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３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための取組

■効果的な水防活動を行うための水防体制強化

• 4月に水防連絡会を開催。5月に訓練を実施（関東地方整備局）

• 地下街等の施設管理者と洪水予報伝達演習を実施（千代田区、中央区、港区）

• 平成30年5月18日に区内消防署及び消防団と合同で総合水防訓練を実施し、連携を強化（文京区）

• 毎年５月、洪水予報伝達訓練にあわせて、水防法第15条に基づく地下街等と情報伝達訓練を実施（台東区、江
東区、墨田区）

• 水防訓練の際に、消防署と伝達訓練を実施（荒川区）

• 消防署、消防団が参加する水防訓練を実施（足立区、江戸川区）

• 消防署を通じて、消防団（水防団）との連携を強化（葛飾区）

○水防関係者間での連携、協力に関する検討（消防機関等との

連絡体制の再確認と伝達訓練の実施・連携、協力に関する検討）

総合水防訓練（文京区） 訓練の様子（千代田区） 訓練の様子（中央区）
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• 重要水防箇所等の共同点検を実施（関東地方整備局、気象庁、東京都、文京区、墨田区、江東区、
北区、板橋区、足立区、葛飾区、江戸川区）

○重要水防箇所の見直し水防資機材の確認

土のうステーション（葛飾区）
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• 東京消防庁・北区合同総合水防訓練に参加したほか、情報伝達訓練として、利根川・荒川・多摩川
洪水予報連絡会による洪水予報伝達演習を実施（気象庁）

• 利根川水系合同水防訓練への参加（東京都）

• 平成30年5月18日に区内消防署及び消防団と合同で総合水防訓練を実施（文京区）

• 毎年5月の水防月間に消防署と合同で、町会等の関係機関も参加した水防訓練を実施（台東区）

• 平成30年6月に東京消防庁第七消防方面本部と合同で水防訓練を実施（墨田区）

• 5月に消防署・区の合同水防訓練を実施（北区）

• 荒川区水防訓練を継続実施（荒川区）

• 足立区・消防署合同の総合水防訓練を実施（足立区）

• 水防訓練を継続実施（葛飾区）

• 各水防関係機関が参加する水防訓練を実施（江戸川区）

○毎年、関係機関が連携した実働水防訓練を実施（水防訓練の充実）

合同水防訓練（墨田
区）

総合水防訓練(平成30年5月)（足立区）合同水防訓練(平成30年5月)（北区）総合水防訓練(平成30年5月)（文京区）
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• 区内消防署と連携して、消防団員の募集活動を広報紙に掲載（中央区）

• 消防署と協力して消防団の募集等を実施（北区）

• 消防団イベント周知チラシにて、イベント周知と併せて消防団員の募集を実施（足立区）

• 本庁舎のイベントスペースを利用した消防団の活動展において消防団員の募集チラシを配布。広報
誌に募集内容を掲載。（江戸川区）

○水防に関する広報の充実（水防団確保に係る取組）

平成30年5月の区報（中央区） 平成31年2月の区報（江戸川区）
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○迅速な水防活動を支援するため新技術を活用した水防資機材等の配備

水陸両用車（すぃ防）の導入（葛飾区）

• 区民等による自主的な水防活動を支援するための土のうステーション設置を検討、予算化に向けた
情報収集を実施（千代田区）

• 区内全12か所に土のうステーションを配設置し、区報やホームページ等で周知を図った（墨田区）

• 軽量型止水版等を新規追加で配備（足立区）

平成30年5月の区報（墨田区）
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• 新芝川排水機場上屋の耐震補強と耐水化、綾瀬川排水機場の耐水化をＨ31以降に実施予定（関
東地方整備局）

• 水門及び排水機場の耐水化を「東部低地帯の河川施設整備計画（平成24年）」に基づき実施中（東
京都）

○排水設備の耐水性の強化

東部低地帯の河川施設整備計画
（平成24年）（東京都）

搬入ゲートの止水ゲート化
水密構造化（ガラス窓
をコンクリート壁化）

新芝川排水機場耐震補強・水密構造化
（関東地方整備局）
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３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための取組

■庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

• 庁舎及び災害拠点病院に防災無線を配備し、定期的に通信訓練を実施（墨田区）

• 庁舎及び災害拠点病院等に防災無線を配備し、定期的に通信訓練を実施（葛飾区）

• 緊急医療救護所に防災無線を配備（17箇所）（江戸川区）

○区庁舎や災害拠点病院等の施設関係者への情報伝達の充実

庁舎及び災害拠点病
院等に配備されたIP
無線機（葛飾区）
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３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための取組

■減災・防災に関する国の支援

• 災害情報の地方公共団体との共有体制強化のために、荒川下流防災施設利用情報共有システム
等の取り扱い確認及び習熟等を目的とした訓練を実施。（関東地方整備局）

○災害情報の地方公共団体との共有体制強化

荒川下流防災施設利用情報共有システム等を用いた訓練の実施（関東地方整備局）



３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための取組

■排水計画作成及び訓練の実施

○氾濫水を迅速に排水するため、排水施設情報の共有・排水手法等の
検討を行い、大規模水害を想定した排水計画（案）の作成

• 「洪水・高潮氾濫からの大規模・広域避難検討ワーキンググループ」において、大規模水害時の排
水対策の重要性等について整理（H30.3完了）（内閣府、東京都）

• 排水計画（案）の策定状況を把握するとともに関係機関への協力がどのような形で可能か検討を実
施（水資源機構）

• 代表破堤点(5地点)を対象に排水計画（案）の検討を実施（関東地方整備局）

排水効果の比較（内閣府） 54
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• 排水ポンプ車の性能や運用上の注意点等を確認し、排水ポンプ車配置条件について整理。（関東地方整備
局）

○排水施設、排水資機材の運用方法の改善

排水ポンプ車配置条件の検討

排水車 排水車

川表

川裏

約8.5m

2.4m 2.1m
幅員4.5m以上

約20m

電源ケーブル
約50m

（取水側）
排水ホース
（約40m）

排水ホース
（概ね10m）

ブルーシート

設置スペース
4.5～6.0m×25m

ホースブリッジ（設置可能な場合）

高水敷

水深1.0m以上を確保
排水ポンプ 排水ポンプ

排水検討例(荒川右岸21.0k破堤時)
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○排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水
訓練の実施

• 「洪水・高潮氾濫からの大規模・広域避難検討ワーキンググループ」において、大規模水害時の排
水対策の重要性等について整理（H30.3完了）（内閣府）

• 4月、荒川ダム総合管理所にて排水ポンプ車設営訓練を実施。11月、首都圏直下地震防災訓練（関
東地整主催）にて、荒川河川敷（江戸川区）にポンプ車を出動させ排水訓練を実施。（水資源機構）

• 排水ポンプ車出動要請について検討（中央区）

• 「江東５区大規模水害避難等対応方針」において排水機能の拡充を河川管理者に求めていく方針
を策定。「江東５区大規模水害広域避難計画」において、各関係機関は排水にかかわる施設の耐水
対策、排水能力の強化等に取り組んでいく内容を記載。（江戸川区）

ポンプ車を用いた排水訓練の様子（水資源機構）
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３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための取組

■早期復興支援

• 「墨田区災害復興支援組織」の会合にて、水害についても取り上げた（墨田区）

○早期復興を支援する事前の準備

墨田区災害復興支援組織 会合開催風景（墨田区）

緊急行動計画改定
（H31.1）による新規追加


